
部門 新 継  研 究 課 題 補助区分 研究期間 概　　　　　　　　  要

継
カラマツコンテナ苗
の生産手法の確立

県単 H26～29

　造林コストの軽減に貢献できると期待されているコンテ
ナ苗において、本県の主要造林樹種の1つでありながら、試
験研究の先行事例が少ないカラマツを取り上げ、コンテナ
苗の効率的な育苗手法についての技術開発を行った。

継
希少植物等の遺伝資
源の増殖・保存技術
の確立

県単 H26～30

　レッドデータブックに記載されている本県に固有な希少
植物種、観光資源として有用な種などの保護・増殖を図る
ことを目的とし、バイテク技術を用いて効率的なクローン
個体等の増殖・保存技術の開発を行う。

継
短木を利用したきの
こ省力化栽培技術の
確立

県単 H28～30

　発生までの期間が短く、原木も軽い短木栽培による栽培
法を確立することにより、省力化・多品種化をめざし、き
のこ栽培への参入を容易にすることを目的として、本研究
を行う。

継

施業林の追跡調査と
広葉樹の種特性解明
に基づく広葉樹林施
業技術指針の作成

県単 H27～31

　森林環境税創設等により、広葉樹林化推進への要望が高
まっている。そこで、施業地のモニタリング調査、技術指
針の基礎となる種特性の検証等に基づき、より精度の高い
技術指針作成を目的として本試験研究を実施する。

新
混交・複層状態の人
工林における間伐指
針の検討

県単 H29～32

　 県内の人工林における林分密度管理は、主に収量比数を
判断材料として実施されている。混交・複層状態の人工林
の間伐においては収量比数の適用が困難であるため、その
対応が求められている。そこで、混交・複層状態の人工林
において適用しうる林分密度の混み方の指標を明らかに
し、それを用いた間伐指針を検討する。

継

ニホンジカに関する
モニタリングの効率
化・高精度化に関す
る研究

県単 H27～30

　本県で増加しつつあるニホンジカに対する対策が進めら
れているが、対策の効果を検証するためには、ニホンジカ
密度やニホンジカによる植物の摂食状況のモニタリングは
必要不可欠である。そこで、予算の大幅な増加を伴わずに
ニホンジカに関するモニタリングを効率化及び高精度化す
る手法を検討することを目的として本研究を実施する。

新

造林地侵入防止柵を
活用したニホンジカ
捕獲の効率化に関す
る研究

県単 H29～32

　近年個体数が増加しているニホンジカを効率的に捕獲す
るため、造林地に多数設置されている既存の防鹿柵を活用
してニホンジカを捕獲する方法を開発する。柵内に誘引し
閉じ込める方法と柵の周縁部で捕獲する方法について、柵
の資材の違い（鋼鉄製またはネット製）も考慮して開発す
る。

継

持続的な生態的森林
管理における希少種
管理支援ツールの開
発

県単 H25～29

　希少種の同定や発見およびその管理に活用できる支援
ツールを開発し、新たな森林管理へ貢献する。そのため
に、特に人工林に生息・生育する代表的な希少種を抽出
し、その分布を把握し、現場レベルで把握・評価できる調
査手法を開発した。

継

森林公園や別荘地に
おける保健休養機能
の向上に資する森林
整備に関する研究

県単 H27～29

　県内に点在し、多くの利用者がある森林公園や別荘地で
は、森林空間の安全性の確保、保健休養機能を十分に発揮
する管理が求められている。そこで、既存研究や他の施設
での管理、また利用者の好ましさや満足度などを把握する
ことにより、保健休養機能の向上に資する森林整備に関す
るガイドラインの素案を作成した。

資源
利用科

継
育林省力化のための
低コスト下刈り方法
の開発

県単 H27～31

　育林経費に大きな割合を占める下刈りの省力に関する試
験研究事例は少ない。そこで、造林木の成長を大きく損な
わず、低コストで実施可能な下刈りの省力指針を提供する
ことを目的として本試験研究を実施する。

５１　平成２９年度試験研究実績表

生産科

環境科
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部門 新 継  研 究 課 題 補助区分 研究期間 概　　　　　　　　  要

継
山梨県産スギ平角材
の強度性能評価

県単 H27～29

　スギ人工林の高齢級化に伴い、供給が増加すると予想さ
れている中径材は、平角材に製材することで効率的な製材
生産が可能となる。ここで、構造用製材では、性能表示を
行うため等級区分を行う必要がある。そこで、県産スギ平
角材について材質調査及び各種強度試験を行い、梁・桁材
として利用するための強度性能データを整備し信頼性の高
い等級区分の方法を明らかにした。

継
山梨県産スギ材を利
用したCLTの基礎的製
造技術の確立

県単 H28～30

　ダイナミックやまなし総合計画においては、県産材を利
用したCLT工法の建築物への普及による県産材の需要拡大を
目指している。そこで、CLT製造に関する技術支援体制を早
急に整えることを目的とし本研究を実施する。

新
木材乾燥における高
温処理条件の検討

県単 H29～31

　本県の南西部に位置する富士川地域は温暖で雨が多くス
ギの生育に適している。スギは生材の含水率が高く、乾燥
が難しい材料である。そこで①内部割れがあっても材面割
れが少ない場合の乾燥方法②材面割れがあっても内部割れ
が少ない場合の乾燥方法を検討し、目的に応じた乾燥条件
の設定を行いやすくする。

継

現場ニーズに対応し
た新たな森林GIS基盤
データ・主題図の作
成手法開発

県単 H27～29

　平成26年度より改訂版山梨県森林GIS「山梨県森林情報管
理システム」（以下「山梨県森林GIS 」）の運用が開始さ
れた。ここで、今後の課題となってくるのが、現場ニーズ
に合わせた現地データ反映と基盤データ・主題図の作成、
更新である。そこで、山梨県森林GISの既存データ群、新規
更新データに加え、公的機関の公開データ等を利用し現場
ニーズに対応可能な、新たな基盤データ・主題図作成手法
を開発した。

新

一貫作業システム導
入に向けた段階的試
験研究 -ヒノキコン
テナ苗植栽試験-

県単 H29～31

  ヒノキコンテナ苗を利用した一貫作業システムの構築に
は、ヒノキコンテナ苗の特徴、植栽地各地での活着・成長
特性を考慮する必要があるが、本県ではヒノキコンテナ苗
を植栽した事例がない。そこで、県各管内の中傾斜地に20
ｍ×20ｍの小プロット4つを1セットとした大プロットを設
置、実際にヒノキコンテナ苗を植栽して活着条件およびそ
の成長について調査を行う。

新

未利用材の安定供給
化によるバイオマス
エネルギーの利用促
進

県単 H29～31

　伐採等で発生した林地未利用材のバイオマスエネルギー
源としての利用があまり増加していない。その原因として
具体的な収集・搬出、チップ化や乾燥法など、伐採地から
需要先までの一貫したシステムの不明確さが挙げられる。
そこで、伐採時に生じた未利用材の保管から搬出に至る方
法、ボイラに適したチップ化法や乾燥法、製造チップの保
管等を実証し、未利用材チップの適正な生産・流通・利用
体制の整備と高品質化に向けた検討を行う。

新

山梨県産カラマツ構
造材の強度特性に関
する研究 ー地域別の
カラマツの林分構造
と材質特性の解明ー

県単
（重点
化）

H29～30

  山梨県内のカラマツの主要産地８カ所に試験区（20m×
20m）を設定し、立地環境調査・毎木調査（人力、UAV）、
病害調査を行い、林分を構成する林木の特性表を作成す
る。各試験区から平均胸高直径の立木５本を選定し、集成
材及びCLTラミナに製材し、カラマツ材の強度及び材質特性
を調査する。最終的に県産カラマツ特性表の作成を行い、
県産カラマツ材の有利な販売に役立てる。

新
薬用植物の種苗生産
方法の確立

県単
（総理
研）

H29～31

　薬用植物は種苗が入手が困難な場合が多く、薬用植物栽
培の障害となっている。そこで薬用植物の種苗を効率的に
生産できるよう、種苗生産の方法の確立を目指す。なお、
本研究は、県総合農業技術センター及び衛生環境研究所と
共同で行う。

資源
利用科

継
富士山登山の安全確
保に関する研究

県単
（総理
研）

H28～30

　世界遺産となった富士山では、落雷、落石、噴火発生時
の噴石や火山弾等による人的被害を想定した富士山登山者
の安全確保が求められている。本研究では、「登山道の安
全確保」、「山小屋の安全確保」、「登山者への情報発信
と普及啓発」を総合的に研究し、登山者の安全の確保を図
ることを目的とする。

生産科

資源
利用科
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部門 新 継  研 究 課 題 補助区分 研究期間 概　　　　　　　　  要

継
松くい虫発生予察事
業

研委 S61～
　県内における松くい虫被害の原因となるマツノマダラカ
ミキリの発生消長を調査し、マツノマダラカミキリに対す
る防除適期を年ごとに把握する。

継

高標高地域における
松くい虫被害の予
防、駆除を効果的に
するための基礎デー
タの収集

研委 H27～29

　松くい虫は、より高標高へと広がりつつあり、これらの
地域での今後の被害増加が懸念される。髙標高における松
くい虫被害対策方法を改善するため、発生予察および被害
の発生生態調査を行う。また、高標高における松くい虫に
類似したモミ類の被害の原因解明を行った。

継
カシノナガキクイム
シ生息状況モニタリ
ング

研委 H24～
　カシノナガキクイムシの県内における潜在的な生息状況
と、周辺県等からの飛び込みの状況について調査する。

継
県有林モニタリング
事業

研委 H19～38

　全県下に調査地４地点を設け、昆虫多様性、菌類多様
性、植物多様性、水質状況、炭素固定量の可能な項目につ
いて、伐採が周辺林分に及ぼす影響を中心にモニタリング
する。

継

FSC森林管理認証にお
ける薬剤使用禁止へ
の代替策に関する調
査

研委 H28～32

　FSC森林管理認証により県有林内で使用できる薬剤に制限
がある。シカへの忌避剤と松くい虫の防除薬剤が新たに使
用禁止となった。この禁止薬剤に変わる防除方法を検討す
る。

継
森林環境税モニタリ
ング調査

研委 H25～

　山梨県では、平成24年4月から「森林環境税」を導入し、
公益的機能が発揮される森づくりを進めている。森林環境
税により実施される事業の中で、荒廃した民有林の間伐を
進め、針葉樹と広葉樹の混じり合った森林に再生する荒廃
森林再生事業が実施された箇所について、その効果を検証
することを目的に調査を行う。

継
富士スバルライン沿
線緑化試験

研委 S43～
  富士山という特別な地域の中を通る道路である富士スバ
ルラインの沿線の植生の遷移、修景緑化の方法、更新の状
況等を調査する。

資源利
用科

継
運搬用トラックへの
原木グラップル積込
みに係る功程調査

研委 H29～

グラップルを用いた搬出用トラックへの積込み功程を調査
し、作業時間、生産性に関するデータの収集、解析を行
う。
解析結果は県有林、出先事務所に提供し、事業見積り等の
参考資料として活用することを目的とする。

生産科 継
害虫ヤノナミガタチ
ビタマムシの環境を
利用した被害軽減

外部資金 H25～29

　ケヤキの害虫、ヤノナミガタチビタマムシの被害軽減を
目的とし、本研究を実施する。7月、8月に降水量が多い
と、早期落葉中の本害虫の幼虫が死亡することが判ってき
た。そこで、その原因を室内実験、野外調査で検証し、こ
の時期に雨が多いと発生頭数が減少するメカニズムを明ら
かにする。その結果から本害虫への対策を検討した。

環境科 継

気候変動下での樹木
分布移動に及ぼす人
工林とニホンジカの
影響の解明

外部資金 H28～31

　気候変動の適応策の考案するために、人工林の植栽樹種
の拡大、人工林の植栽樹種やニホンジカの摂食による樹木
の分布移動の制限を明らかにし、気候変動適応策としての
人工林とニホンジカの管理への提案を行う。

継
カラマツ種苗の安定
供給のための技術開
発

外部資金 H28～30

　木材として利用可能な時期を迎えつつある県内のカラマ
ツ人工林について、今後、県産材として活用及び持続的森
林経営の推進を図るため、伐採後の再造林を確実とする安
定的な種子の確保と苗木生産量の増産技術の検討を目的と
する。

新
高級菌根性きのこ栽
培技術の開発

外部資金 H29～31
　経済的価値の高い特用林産物のトリュフの人工栽培技術
は森林域に新たな経済的な価値を生むため、その開発に向
けた取り組みを行う。

 

生産科

生産科

環境科

-94-



  



(1)　基礎研修（対象者：教職員等）

研修の種類 日数 参加者数 内　　　　　　　　　　　容

教員指導者養成研修 2 29
「身近な自然の指導法研修会」、「環境とものづく
り研修会」

計 2 29

(2)　専門研修（対象者：県及び市町村林業技術者、森林組合職員等）

研修の種類 日数 参加者数 内　　　　　　　　　　　容

専門研修 34 370
林業経営・森林整備、造林・育林、森林保護・環境
保全、林業機械、森林土木、木材の利用・加工・流
通、労働安全

計 34 370

(3)　技能者養成研修（対象者：林業従事者等）

研修の種類 日数 参加者数 内　　　　　　　　　　　容

林業就業者養成研修 15 7 林業架線作業主任者免許規程に係る講習

「緑の雇用」
現場技能者育成研修

20 78
林業機械、森林整備、森林調査、素材生産、路網開
設、現場管理

若手指導者
伐倒技術向上研修

3 18
新規就労者等を指導する立場の中堅職員と経営者を
対象とした現場指導能力向上研修

計 38 103

(4)　森の教室（対象者：一般県民）

研修の種類 日数 参加者数 内　　　　　　　　　　　容

体験学習 14 310
植物観察、昆虫教室、キノコ鑑定、枝打ち・間伐・
炭焼き・キノコ植菌体験、山菜教室

木工・
クラフト教室

9 221
押し花、モビール、クリスマスリース、小枝細工等
の製作

夏休み工作教室 注１ 937 小枝細工、踏み台作成
計 23 1,468

(5)　植物園研修（対象者：農林家、一般県民）

研修の種類 日数 参加者数 内　　　　　　　　　　　容

山の幸教室 10 199
山菜教室、ハーブ料理教室、野草茶、木工教室、野
生キノコ教室、かご作り、ハーブクラフト教室、飾
り炭作り、きのこ栽培教室

季節事業 注２ 49

計 10 248

　注１：７～１０月に開催

　注２：７～８月に開催

５２ 平成２９年度森林総合研究所及び部内研修実績表

（注）１．平成２２年度までは、林業技能者の養成を図るために、森林総合研究所の技能者養成研修の中で
　　　　　「林業就業者リーダー養成研修」を実施し、修了者を林業技能作業士（グリーンワーカー）とし
　　　　　て、県が認定していた。
　　　２．平成２３年度からは、「林業就業者リーダー養成研修」の内容の大半が「緑の雇用」現場技能者育
　　　　　成対策事業（全国森林組合連合会委託事業）の対象となったため、「林業就業者リーダー養成研
　　　　　修」及び林業技能作業士の認定を廃止した。
　　　３．「緑の雇用」現場技能者育成研修については、森林総合研究所実施分のみを記載している。
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※（２）専門研修の内訳 

 

名    称 対  象 内     容 受講者数 

森林GISの効率的な活用に必

要な基礎知識 

森林環境部 

職員等 

ＧＰＳによる位置測量技術、衛星画

像等との連携手法の基礎知識 
15人 

UAVを用いた地上観測技術 
森林環境部 

職員等 
UAVの概要と応用分野に関する知識 24人 

市町村森林整備計画及び森林

経営計画の基礎知識 

森林環境部 

職員等 

伐採･造林、更新完了判断に関する基

礎知識 
43人 

林内路網の基礎知識 
森林環境部 

職員等 

森林作業道の計画･作設指針概要、路

網配置の基礎知識 
14人 

森林作業道の計画・施工 
森林環境部 

職員等 
森林作業道の計画・施工の基礎知識 6人 

保安林・林地開発制度の概要 
森林環境部 

職員等 
制度・事務処理等の解説 23人 

森林土木測量入門 
森林環境部 

職員等 

土木工学の基礎、測量機器の基本的

な使用方法 
6人 

法面緑化基礎研修 
森林環境部 

職員等 
緑化工法の基礎知識 12人 

公共土木施設点検のポイント 
森林環境部 

職員等 
構造物点検の基礎知識 17人 

森林環境教育～安全な伐木・

かかり木処理の指導方法～ 

森林環境部 

職員等 

林業の安全衛生に関する基礎知識、

伐木・かかり木処理作業実習 
3人 

森林施業プランナー研修 
森林環境部 

職員等 
森林施業提案書の作成演習 11人 

労働災害の防止対策 
森林環境部 

職員等 

林業及び建設工事現場における労働

災害防止対策に関する知識 
9人 

技術職員の安全管理 

（現場で被災しないために） 

森林環境部 

職員等 

現場における安全対策、普通救命講

習 
15人 

森林経営の基礎知識 
森林環境部 

職員等 
広葉樹の有効活用に関する基礎知識 16人 
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名    称 対  象 内     容 受講者数 

森林施業技術の基礎知識 
森林環境部 

職員等 

針広混交林・広葉樹林の造成、大径

材生産の基礎知識 
10人 

県有林の適切な森林管理にお

いて求められるもの（ＦＳＣ

関連研修） 

森林環境部 

職員等 

希少動物、森林管理認証規格に関す

る基礎知識 
19人 

森林病虫獣害 
森林環境部 

職員等 

県内の森林被害の現状、重要病虫害

に関する基礎知識 
19人 

獣害対策の基礎知識 
森林環境部 

職員等 

獣害対策の現状・課題、被害軽減策

に関する基礎知識 
19人 

森林の多面的機能の基礎知識 
森林環境部 

職員等 

森林の多面的機能発揮のメカニズム

等に関する基礎知識 
2人 

特用林産の基礎知識ときのこ

短木栽培実習 

森林環境部 

職員等 

特用林産の栽培方法に関する基礎知

識 
19人 

県産材利用に関する基礎知識 
森林環境部 

職員等 

木材流通の実態、木材価格決定プロ

セス、川上対策に関する基礎知識 
13人 

木材の用途と品質 
森林環境部 

職員等 

木材の新用途・品質、木質材料に関

する基礎知識 
11人 

架線系集材技術の基礎 
森林環境部 

職員等 
機械集材装置の運転に係る特別教育 5人 

林業安全作業指導Ⅰ 
森林環境部 

職員等 

チェーンソー、刈払機の取扱いに係

る特別及び安全衛生教育 
15人 

林業安全作業指導Ⅱ 
森林環境部 

職員等 

チェーンソー、刈払機の取扱いに係

る特別及び安全衛生教育 
24人 

                                  計 370人 

  （注）専門研修「林業架線免許講習」は技能者養成研修との併催であるため控除。 


